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相続発生に際し、まず必要となる法知識は「民法」に規定されています。いわば、「相続とは何か」を定義しているものが民法であり、民法への理解を深めることは円滑な相続を行うために必要不可欠といえます。

本レポートでは民法に規定された相続の基本ルールについて解説します。

（１）誰が相続人となるか（民法§889・§890）
そもそも誰が相続人となるのかについて、以下の事例を用いて確認します。

被相続人の親族は、①妻と3人の子供、②孫が1人、③父親は亡くなったが母親はまだ健在、④上に兄が1人いて兄には妻と2人子供がいるという状況にあります。
以下は相続人の関係を表した図です。










民法上では、まず、妻と子供が相続人となります。子供がすでに死亡している場合、第2順位の相続人が対象となります。上図において妻と母にあたります。また、母も子供もすでにいない場合は、第3順位の相続人が対象となり、上図では兄がそれにあたります。
相続は第1順位の相続人がいれば第2順位以降は行われず、第2順位の相続人がいれば、第3順位での相続は行われません。妻（配偶者）は常に相続人となりますが、それ以外は相続人となるかどうかは場合によって大きく変わってきます。
　この場合、孫については民法において「代襲相続」の規定が適用されます。代襲相続とは、被相続人の子供が死亡している場合、その子供（被相続人の孫）が存在すれば代わって相続人となる制度です（民法§887）。前ページの相続人関係図では、（孫の親である）子供がすでに死亡している場合、子供の妻に相続権はありませんが、その子供、つまり孫が相続人となることができるのです。
　代襲相続が適用されるのは、孫だけではありません。兄の子供（甥もしくは姪）も、兄がすでに死亡している場合は、兄に代わって相続人となることができます。しかし、甥・姪は第3順位の相続が行われなければ相続の対象外となります。
（２）どのくらい相続することができるのか（民法§900）
　民法では、それぞれの相続人が引き継げる相続分を明確に規定しています。民法が規定しているそれぞれの相続分を「法定相続分」といいますが、ここでは法定相続分について（1）の事例を元に確認します。
被相続人の財産が6,000万円と仮定すると、相続人それぞれの相続分は以下のとおりになります。
	相続順位
	相続人
	相続分
	相続金額

	第1順位
	妻
	2分の1
	6,000万円×1/2＝3,000万円

	
	子供3人
	2分の1（3人分）
	6,000万円×1/2＝3,000万円
1人あたり

3,000万円×1/3＝1,000万円

	第2順位
	妻
	3分の2
	6,000万円×2/3＝4,000万円

	
	母
	3分の1
	6,000万円×1/3＝2,000万円

	第3順位
	妻
	4分の3
	6,000万円×3/4＝4,500万円

	
	兄
	4分の1
	6,000万円×1/4＝1,500万円


　先ほどの代襲相続の場合、孫や兄の子供は、それぞれ親（ここでは被相続人の子供、兄）と同じ相続分になります（民法§901）。
　嫡出子を前提にしていますが、仮に内縁の妻の子である非嫡出子が存在した場合、その相続分は嫡出子の2分の1と定められています。上の例でいくと、妻の相続分は変わらず、子供（嫡出子）の相続財産は1,500万円で1人あたり500万円、非嫡出子は1,500万円相続できることになります（民法§900Ⅳ）。

（３）遺言書があった場合はどうなるか
　民法での法定相続については前出のとおりです。しかし、事例の被相続人が「全財産を世話になった友人のAに相続させる」といった遺言書を残していた場合、また対応が異なってきます。
　この友人Aは民法上の相続人ではないため、相続分はありませんが、遺言書は故人の意思を尊重するため、原則遺言書どおりの相続が行われます（民法§964）。しかし、今まで生活を共にしてきた妻や子供3人からは、１円も貰えないとなれば不満も出ますし、生活する上での支障も発生します。そこで、民法では全相続財産のうち、相続人が最低限受けることができる「遺留分」を保障しています（民法§1028）。遺言書があっても、この遺留分をなくすことはできません。相続人に認められている遺留分は表のとおりです。
	相続順位
	相続人
	民法の遺留分
	遺留分割合
	遺留分で請求できる額

	第1順位
	妻
	相続財産の

2分の1
	4分の1
	6,000万円×1/4＝1,500万円

	
	子供3人
	
	それぞれ12分の1
	6,000万円×1/12＝500万円

	第2順位
	妻
	相続財産の

2分の1
	3分の1
	6,000万円×1/3＝2,000万円

	
	母
	
	6分の1
	6,000万円×1/6＝1,000万円

	第3順位
	妻
	相続財産の

2分の1
	2分の1
	6,000万円×1/2＝3,000万円

	
	兄
	
	遺留分なし
	※兄弟姉妹には遺留分は認められていない



　遺留分権者が複数いる場合、請求できる遺留分の割合は、「民法の遺留分×民法の相続分÷相続人数」で計算します。遺留分権者が1人の場合は、民法の遺留分の割合をそのまま適用します（父母のみが相続人の場合は1/3、それ以外は1/2）。
いくら法律で認められているとはいえ、遺留分は相続財産より少なく、相続人が多いほど請求できる財産が少なくなるため、よく「雀の涙程度」と表現されることがあります。
　遺留分で対象となる財産は相続発生時に確認できる「相続財産」を始め、相続開始1年前に行った贈与（自分の財産を譲る）や遺留分の侵害を承知して行った贈与も含みます。
　遺留分の請求（遺留分減殺請求；民法§1031）は、上記のように遺留分の侵害を知った日から1年以内ないし相続開始後10年以内に行わないと権利がなくなってしまうので注意しましょう（民法§1042）。
　事例の場合、妻や子供はAに対し、遺留分の減殺請求を行うことができます。やり方はAに対し、遺留分を主張する旨を内容証明郵便で送るのが一般的です。

相続の実際の大まかな手続きの流れは以下の通りです。















①相続の開始、死亡届提出
　相続は「ある人の死亡」によって開始されます（民法§882）。家族は1週間以内に故人の本籍地もしくは死亡地、届出人住所地の役所に死亡届を提出します。
②相続人の捜索・確定
　相続人を確定するために戸籍謄本や除籍謄本を取り寄せます。後の遺産分割協議は相続人全員の参加が絶対なので、家族が知らない認知した子供や養子などを探す必要があります。
③遺言書の有無の確認
　遺言書は民法上の相続よりも優先されるので、必ずその有無を確認する必要があります。遺言執行者（主に弁護士）が指定されている場合はその指示に従って相続することになります。
④遺産分割協議
　相続人全員で誰がどの財産を受け継ぐのか、相続人全員が参加して話し合います。相続において一番時間がかかるところです。話し合いがこじれてしまい、調停を起こして分割方法を決めるケースも少なくありません。円滑な相続のためには、生前から相続計画を練っておくことが必要不可欠です。
⑤遺産分割
現金、家・土地、株式、会社など相続する財産が決まったら実際の分配作業を行います。不動産など分けにくい財産については「換金する」「相続した人が他の相続人へ代償金を支払う」「他の相続人との共有財産とする」などして分配します。
⑥財産の名義変更、不動産の相続登記等
遺産分割が終われば終了ではありません。自分の財産とするために、相続人自身が名義変更や所有権移転登記等様々な手続きが必要となります。相続した財産によって手続きが異なります。
⑦相続税の申告・納税
　相続税の納期限は、相続開始日から10か月以内に行うこととなっています。この期限が過ぎてしまうと修正申告をしたり、延滞税がかかってしまったりなど手続きが煩雑になるので注意が必要です。

　
第１章で確認した相続の基本的なルールと流れは、「相続する」ことを前提としていました。しかし相続財産には「負の財産」、つまり借金も含まるため、場合によっては法定相続人であっても相続を受けないようにしたい、といった事態も発生し得ます。

　被相続人を取り巻く状況は、①妻と2人の子供A、B（父母、兄弟はいない）、②財産は、経営している商店と自宅（家+土地）、③借金が1,000万円――となっています。
	



　一般的には、妻が1/2を相続し、子供2人が残り1/2を相続します。しかし、被相続人には1,000万円の借金があります。ここで、押さえておくべきポイントは、相続財産はプラスのものだけではなく、借金やローンなどのマイナス財産も含まれるということです。民法上の法定相続では、自宅と個人商店は妻、A、Bのうち1人もしくは共同で承継するか、売却して資産を分配するケースが考えられます。となれば、1,000万円の借金も相続分で分配してそれぞれが背負うことになります。はたして、これで相続人は納得するのでしょうか。
　

民法では、「相続放棄」が認められています（民法§915、§938）。したがって、相続をしたくないと主張するAには相続する権利を放棄することができます。

具体的には、相続の開始を知った時から3か月以内に家庭裁判所に申し出ることで行います。なお、他の相続人の同意を必要とせず、単独で行うことができます。
相続放棄は、プラスよりもマイナスの財産が多い場合に相続人を守る有効な手段です。
しかし、いったん相続放棄の申請が裁判所に受理されてしまうと、その後意思が変わった場合も撤回はできないため注意が必要です。最初から相続人ではなかったという扱いになります（民法§939）。また、相続開始から3か月を経過してしまうと放棄が認められず、借金を含め、すべての財産を相続することになってしまいますので気を付けましょう。
ただし、悪質な貸金業者が3か月経過後に、何も知らずに相続を承認した相続人に対して、「実は借金がある」と名乗り出るような場合には、例外的な適用が認められます。

判例においても、「たとえ相続開始から3か月以内に手続きを行わなかったとしても、相続財産の有無の調査を期待することが著しく困難な事情があって、相続人においても債務が存在しないと信じることについて相当な理由がある場合、この債務を含めた相続財産を認識できるときから起算して3か月以内とするのが妥当」とされています。

相続放棄は全体の相続財産を把握してからでも行うことができるので、十分に検討してから判断すべきと言えるでしょう。

　引き続き、前述の事例を基に、検討していきます。

　民法では相続の「限定承認」を認められています（民法§922）。これは、財産の内訳が不透明でプラスの財産が多いのかマイナス財産が多いのかわからない場合に、相続人を守る有効な方法です。
　限定承認は、プラスの財産の範囲内においてマイナスの財産も引き継ぐものであり、自分の債務担当分を支払ってしまえばそれ以上債務を返済する必要はありません。逆にプラスの財産で債務を支払って残った財産があれば相続人のものとなります。

　Bの場合、主張どおり商店を相続し、債務を負担・返済すれば希望どおり商店を引き継ぐことができます。

　限定承認も相続放棄と同様、相続開始3か月以内に家庭裁判所に対して申請していきます（民法§924）。ただし、3か月を経過してしまった場合には、債務を含めてすべて相続することになるため注意が必要です。
　限定承認は、相続放棄とは違い、手続きが煩雑となります。手続きをする際、相続人全員がそろって申請する必要があり（民法§923）、1人でも反対者がいれば認められません。さらに、申請する場合には、財産目録の提出、債務返済の一切の行為を行う相続財産管理人を家庭裁判所に選任してもらわなければなりません。
限定承認が認められた後も、債権者にその旨を伝達しなければならない等様々な決まりがあります（民法§927）。

債務は相続人同士の話し合いによる任意の分割はできず、民法上の法定相続分の割合で返済義務を負うこととなります。債権者（金融機関など）の同意があれば、特定の相続人だけが返済義務を負うこともできます。
　債務を相続する事例としては多くの場合、住宅ローンがこれに該当します。前述の「相続の限定承認」の事例をもとに、「1,000万円の借金」を「1,000万円の住宅ローン」に置き換えて解説していきます。前述の事例におけるそれぞれの返済義務は、妻500万円、A、Bそれぞれ250万円ずつになります。住宅ローンは、相続により名義変更をする必要があり、妻、A、Bがローンの名義人となります。債権者の同意があれば、自宅を相続した人が今後も住むという条件でローンを全額返済することも可能です。また、住宅ローンの契約をする際には「団体信用保険」を利用することもできます。ローン契約者が途中で死亡した場合であっても、保険で残債を全額負担できるので、相続人にローン返済の負担が生じません（参照：http://www.jhf.go.jp/customer/yushi/danshin/index.html）。
なお、土地や家に抵当権が設定されている可能性もありますので、設定の有無を法務局で調べるようにしましょう。相続人全員でローンを完済しても、抵当権は自動的に抹消されるものではありません。法務局で抹消登記の手続きをする必要があります。

　
相続を行う上で最も紛糾するポイントは、「遺産分割」です。相続人全員が話し合って分割の協議をすることを「遺産分割協議」と称しますが、多くの遺産分割協議において、相続開始前には想定していなかったような不慮の事態が発生します。
　そこで、本章では、よくある遺産分割トラブル事例と解決ノウハウを紹介します。


（１）遺産分割協議とは
まず、相続の話し合いである「遺産分割協議」の概要を押さえます。遺産分割協議には、以下の要件が必要となります。


　①については、全員参加は必須ですが、一堂に集まる必要はありません。メールや電話、FAXなどでやり取りでも構わないとされています。ただし、未成年者の相続人は遺産分割協議に直接参加できないので注意が必要です。これを破った場合、協議は無効となります。代わりに両親などが代理人として協議に参加しますが、両親も子供もどちらも相続人の場合、利害関係が発生するため、家庭裁判所に特別代理人を選定を依頼することになります。（http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_11/index.html参照）
②については、最終的に「遺産分割協議書」を作成することを目指します。法律上の義務ではないものの、不動産の相続登記、銀行預金の名義変更、相続税の申告の際の「配偶者の税額負担」を受ける場合に必要となるためです。作成にあたっては、相続人全員の署名・押印し、相続人がそれぞれ1通ずつ持つこととします。書き方として、不動産は登記簿謄本どおりに、預貯金は金融機関名・支店名・口座番号を記入し、誰が見てもその財産がきちんと特定できるようにします。書式は自由ですが、次のサンプルを参考にしてください。
■遺産分割協議書サンプル




（２）具体的な遺産分割方法
	
	分割方法
	メリット
	デメリット

	現物分割
	そのままの形で分ける
	処分の手間がかからない
	相続分どおりの分配が難しい

	換価分割
	財産を換金して分ける
	公平な分配が可能
	処分に手間がかかる

	代償分割
	実際の相続分より多く相続した者が差額を他の相続人に支払う
	財産をそのままで残せる
公平な分配が可能
	代償金を支払う相続に支払能力が必要


	共有分割
	複数の相続人で、1つの財産を実際に分割せず、持ち分だけ決める
	財産をそのままで残せる
公平な分配が可能
	処分に全員の合意が必要


具体的な分割方法には、前ページの4つの方法があります。それぞれに長所や短所がありますが、一般的に遺産が現金や株式の場合は、「現物分割」が適しています。また、会社（不動産・株式）を1人の相続人が承継する場合には、「代償分割」が適しています。「共有分割」は土地などの不動産を分割せずそのままの形で残すのに適していますが、実際に分割を行いたい場合は、相続人全員の同意が必要で、かつ次の相続の時に複雑になるというデメリットを持ち合わせます。「換価分割」も、財産を現金化して相続人間で公平な分配をすることに適していますが、財産の売却に手間と費用がかかり、さらに売却して得た利益に税金がかかるなどが難点です。
これらを踏まえ、自分たちの財産に合った分割方法を選ぶようにしましょう。

　平成23年度には、相続人間の話し合いで決着できず、司法の場での調停沙汰になった遺産分割時のトラブルが全国で8,889件発生しました（裁判所ホームページ「司法統計」）。「家族だから話しあえば分かる」というわけにはいかないのが現実です。
そこで、よくある遺産分割トラブルとトラブルを解決し相続人全員が満足できる相続のコツを解説します。
（１）遺産の家に住み続けたい場合


「自分がずっと被相続人とともに生活し面倒もみてきたのに、今まで何もしてこなかった他の相続人が相続の主張をする」――遺産分割でトラブルが最も起きやすい事例です。こういった場合にどのような手段をとれば相続人間で納得した遺産分割が可能となるか、ポイントごとに見ていきます。

①相続人と相続財産の確認
　まずは、相続人と遺産の確認です。このときの相続人はＡ・兄・弟、遺産の対象となる財産は家と土地になります。相続放棄がなければ、前述したとおり、４つの分割方法のいずれかで遺産を分割することになります。
②Ａには寄与分の主張が可能

　Ａはずっと父と同居して家業を援助してきたこと、寝たきりになっても父の病気の世話や生活の面倒を見てきたことで、兄弟に対し、家と土地の取得を希望する寄与分の主張が可能です。詳しくは後述しますが、寄与分は被相続人に対する労務の提供や療養看護などで「相続財産の維持または増加に特別の寄与をした」相続人に、相応の補償をする制度です（民法§904の2）。
③遺産分割前の財産明け渡しは可能か

　相続が開始されると、相続財産は共有の状態になります。兄弟たちは、それぞれの法定の相続分を根拠に家と土地の明け渡しを主張しているのかもしれませんが、遺産分割が終わるまでは明け渡しの必要はありません。家賃の支払いについては、「被相続人と同居をしてきた相続人は、相続開始後も遺産分割までは無償の使用貸借を被相続人と合意したと推定される」（最高裁平成8年12月7日判決）と判例にあり、この場合、Ａは家賃を払う必要はありません。遺産分割が終わるまでは住み続けることができます。
④兄と弟が納得し、ずっと家に住み続けるためには
事例の場合、兄と弟は家と土地を全員で遺産分割したいという意思がみられます。Ａが家と土地を相続するために、家と土地の評価額からＡの相続分+寄与分を差し引いた額を、兄と弟に対して代償金を支払う（代償分割）ことで解決できます。代償分割には、支払能力が必要とされていますが、事例の場合、Ａが家業を引き継いでいることから支払能力はあると考えられるので代償分割が可能です。

（２）相続人の1人が勝手に財産を処分した場合


被相続人の生前と死亡後に相続人が勝手に財産を処分したケースです。Ｂの請求は認められるのか、ポイントごとに確認します。
①相続人と相続財産の確認
相続人と遺産を確認すると、相続人はＢ・姉で、遺産の対象となる財産は預金500万円と株式になります。しかし、Ｂが財産を処分しているので、財産を正確に調査・確定する必要があります。

②生前の財産処分に対して
姉が父の生前に父の預金を勝手に引き出したとのことですが、まずは被相続人である父の生活費などで必要だったかなど、その理由を調べます。行為の理由が自分勝手なものだったことが判明し、またその金額が確定できた場合、被相続人である父は姉に対して損害賠償請求権（民法§709）を取得したことになります。判例によれば、被相続人の損害賠償請求権は相続分に応じて直接相続人に承継されることになっているので、この場合、Ｂは父の損害賠償権を取得します。
③遺産分割協議中の財産処分に対して
遺産分割前に、相続人1人による相続財産の処分は認められていません。売却代金が残っていればその代金に対して代金が残っていなければ、別の財産に対して代償請求権を取得します。

④請求権の行使
②、③の権利を取得したＢですが、問題は行使の手続きです。相手である姉が応じなければ、民事訴訟ということになります。しかし、訴訟は双方に多大な負担がかかります。そこで、判例では、相続における損害賠償請求権等については、相続人の合意があれば遺産分割協議中に解決できることとしました。Ｂとしては、訴訟を避けるため、権利を行使する前に協議で解決するよう姉を説得する必要があります。
（３）遺産の現金をすぐ使いたい場合

　相続は合意が必要であるため、もめるほど長引きます。相続財産が早急に必要という場合、自分の相続分だけ先に相続できるのか、ポイントごとに確認します
①相続人と相続財産の確認　
相続人と遺産を確認すると、相続放棄がなければ、相続人はＣ・Ｃの兄・Ｃの妹で、遺産の対象となる財産は現金2,000万円と土地になります。事例の場合、遺産管理は兄が行っていますが、管理が十分になされず、損害が出てしまうおそれがあるときは、家庭裁判所で相続財産管理人を選任することができます。

②遺産分割協議中の財産の分配
　遺産分割前は原則、相続が確定しなければ、特定の人に対し財産分配はできません。

判例においても、「相続人は、遺産分割までの間は、遺産である現金を保管している他の相続人に対して、自分の相続分に相当する現金の支払いを求めることはできない」としています（最高裁平成4年4月10日）。
　しかし、Ｃは遺産を早急に必要としています。そこで、Ｃは以下の手段で協議に臨み、主張することが可能です。


　分割協議が終わっても、「円満に遺産分割が終わった」と安心はできません。実際に財産を自分のものとするまで、以下のようなトラブルも頻繁に起こりうるためです。



　相続はケースバイケースですが相続するうえでよく出てくる疑問をピックアップしました。法律や制度を知っておくことで相続をスムーズに進めることができます。
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相続の基本ルール　
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　　　　婚姻関係





　　　　親族関係





　　　　第1順位相続人


（妻・子）





　　　　第2順位相続人


（妻・母）





　　　　第3順位相続人


（妻・兄）





　　　相続人ではない





　　　代襲相続できる





父　死亡





母





被相続人





兄妻





兄





妻





妻（子）





兄子





兄子





子





子





子





孫





※相続と同様、上位順位の相続人が遺留分を請求できる。下位順位の相続人は遺留分を請求できない。


※相続と同様、孫についても子供と同じ割合で遺留分が認められている。


※詳しい遺留分の計算方法については、東京弁護士会ホームページ「遺留分算定計算シート」を参考。


（http://www.toben.or.jp/know/iinkai/minjisosyou/iryuubun/）





相続のフロー　　　　
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手続きの流れ





スケジュール





1週間


以内





①相続の開始・死亡届提出





②相続人の捜索・確定





③遺言書の有無の確認





④遺産分割協議





遺言書どおりの遺産分割





遺産分割の


指定あり





遺贈の有無の確認


遺産分割指定の有無の確認





⑤遺産分割





遺言書がない





家庭裁判所


で検認





遺産分割の


指定なし





遺言書がある





3か月


以内





6か月


以内





⑥財産の名義変更、不動産の相続登記等





⑦相続税の申告・納税





「相続をしたくない」ときはどうするか
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相続の放棄　
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死亡





妻





被相続人の財産








Ｂ





Ａ





③自宅





�





②1,000万円の借金





�





�





①個人経営の商店





Ａは、被相続人が経営していた商店を手伝ったこともなく、独立し生活していた。年に数回しか実家には立ち寄っていない。葬儀も無事に済ませ、相続について家族で相談したところ、被相続人には借金があることが判明。Ａは、「借金なんて冗談じゃない、自分は何もいらないから相続したくない」と主張した。





相続の限定承認　
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Ｂは、被相続人が経営する個人商店をよく手伝っていた。仕入れも任され、Ｂをひいきにする顧客も増えていたので、Ｂはやりがいを感じ一生の仕事にしたいと考えている。しかし、被相続人の死後、借金が1,000万円あることが判明した。親の残した借金を支払うのは仕方がないとしても、大事な商店だけは受け継ぎたい。そこでＢは「自宅はいらないから店だけを相続したい」と主張した。





債務を相続する　
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絶対にもめない遺産分割とは
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遺産分割協議








①相続人が全員参加すること


②協議を成立させるために相続人全員の合意が必要なこと





遺産分割協議書





被相続人安田毅は平成24年10月12日に死亡したため、相続人である安田花江、安田陽子、安田彰は協議を行い、被相続人の遺産について次のとおり分割することに合意した。





1　相続人安田花江は次の遺産を取得する。


　　神奈川県川崎市○○町○丁目○番○号所在　宅地400平方メートル


　　　同所同番地所在　家屋番号3番　木造瓦葺２階建


2　相続人安田陽子は次の遺産を取得する。


　　○○銀行○○支店の被相続人名義の定期預金


　　口座番号△△△△△△△　　　金600万円


3　相続人安田彰は次の遺産を取得する。


　　被相続人名義の株式会社安田食品の株式すべて


4　本協議書に記載されていない遺産が後日判明した場合、相続人安田花江がそれを取得するものとする。


5　安田家の祭祀財産は、相続人安田彰が承継する。





平成24年12月20日


神奈川県川崎市○○町○丁目○番○号


相続人　安田花江


東京都新宿区○○町○丁目○番○号


相続人　安田陽子


東京都国立市○○町○丁目○番○号


相続人　安田　彰





安田





安田





安田
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遺産分割トラブル解決策　








②相続人Ａは被相続人（父）と30年同居をし家業を手伝ってきた。Ａには妻も子供もいないが、①兄と弟が1人ずついる。兄と弟はそれぞれ独立し、家にもめったに寄りついていない。被相続人が亡くなり、兄弟間で遺産分割の話し合いを始めた。①被相続人の財産は、同居をしてきた家（土地も含む）しかない。②被相続人は晩年寝たきりになり、その世話もＡ1人でずっと面倒をみていた。しかし、兄と弟は、Ａの話もろくに聞かずに、③「まずは家から出ていけ。住み続けるなら家賃を払え」と言っている。話し合いは一向に進まず、このままではいつ相続が決まるかも定かではない。④家業も事実上Ａが引き継いでいるので④Ａは、ずっと住んできた家に住み続けたいと思っており、兄や弟が言うように今も家賃を払わないといけないのか疑問に感じている。





現在、③被相続人（父）の遺産の分割協議中にある。被相続人には①預金500万円と株式があった。①相続人は、相続人ＢとＢの姉の２人。被相続人と同居していた姉が、②被相続人の生前、預金を勝手に引き出して使ってしまい、さらに③被相続人の死後株式も売却していることがわかった。こうして、相続財産として考えられていた財産が減らされており、Ｂは姉に対して、④何かしらの請求をしたいと考えている。





現在、被相続人（母）の②遺産の分割協議中である。①相続人は、Ｃのほかに、Ｃの兄と妹がいる。誰が相続するのか、もともと折り合いが悪い兄と妹が対立してしまい話し合いがまったく進みまない。Ｃには、大学進学する息子が1人いて、②早急に入学金が必要。被相続人の①遺産は現金で2,000万円と土地があり、①現在兄が管理している。②Ｃの相続分に相当する現金を先に相続したいと言ったらさらにもめてしまった。





●他の相続人に事情を説明し、現金2,000万円だけ先に分割協議をする


●協議が難しい場合は、家庭裁判所へ調停もしくは審判の申し立てをする


●自分の相続持ち分を他の人に有償で譲渡し、譲渡代金を得る





遺産分割後のトラブルに注意　　　　　
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●遺産分割で決めた金銭等が支払われず、その支払いを求める場合


●相続した土地の境界が、隣人より超えていると苦情が来る場合


●兄弟で相続した土地を他人に貸す場合の兄弟間の話し合い


●相続後、被相続人が生前他人に貸していた金銭が発見された場合


●生前に言われた相続内容と遺言書の内容が食い違っていると判明した場合


●相続が終わっても、相続人でない親族から財産分配を要求される場合





Q&Aこう対処する！相続問題解決メソッド
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Ｑ








　　　　＜寄与分が認められるか＞


　　　　晩年、母が寝たきりだったので、長女の私が介護サービスを利用しながら世話をしてきました。介護サービスの利用料や病院の費用は兄と妹が払っていました。その後、母が亡くなって、遺産分割の話し合いを始めました。母の介護や世話をずっとしてきた私に寄与分は認められないのでしょうか。

















Ａ
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　　　　　　　でも述べましたが、相続人は「寄与分」の主張ができ、「自分の相続分+　　　分+寄与分」の相続が可能です。しかし、寄与分の認定が厳しく、夫


婦間や親子間での通常の扶養義務の範囲では認められていません。質問の長女の場合は、寝たきりの母の面倒をみることは「当たり前のこと」とされて認められない可能性が高いです。それに兄と妹が介護費用と病院費用を払ってきたのですから、仮に審判になっても寄与分が認められるのは難しいでしょう。


　ちなみに、寄与分として認められるケースは、①被相続人の事業を手伝った、②事業資金を援助した、③無償で療養看護をして看護費用をかけなかった、④被相続人のもっている不動産や財産の価値をあげることに貢献した、などです。


　寄与分の一応の算定基準は以下のとおりです。寄与した事情をすべて考慮して額を決定します。しかし、計算よりも低く評価されてしまうのが現状です。


　





①家業や事業を手伝った


　寄与分の相続人の年間給与額×（1-生活費控除割合）×寄与年数


②事業資金を援助した


　援助した金額×貨幣価値変動率×裁量的割合（援助した理由、経過時間など）


③療養看護をした


　付添の日当×看護日数×裁量的割合（看護により失った利益など）

















Ｑ








　　　　＜遺産分割前の預金払い戻し＞


　　　　先日父が亡くなり、同居していた私が喪主を務めることになりました。即金で葬儀費用を用意できず、仕方なく父の預金口座を一部払い戻ししようとしましたが、口座が凍結されており払い戻しができませんでした。銀行は、「遺産分割が終了するまでは口座を凍結している」と言っています。払い戻しを受ける方法はないのでしょうか。

















Ａ








●被相続人の預金通帳、届出印


●相続人全員による払戻同意書（各相続人の印鑑証明書付き）


※払い戻しの根拠、相続人間で、この件で争いはしないことを明記


●被相続人、相続人の戸籍謄本








        　　　　　　相続財産にあたる預金は、被相続人の死亡を銀行が知った時点で口座が凍結され、遺産分割が終了するまで原則払い戻しができません。しかし、遺産分割前もしくは遺産分割中に払い戻しが必要になった場合は、「相


人全員の　続人全員の合意書」が必要になります。


　銀行　　　銀行の立場からすると、遺産分割が確定していないのに特定の相続人に一部払い戻すと、その後に相続人の間でトラブルが生じた場合、二重払いになってしまうリスクがあるからです。定期預金の場合、一部払い戻すとなると、事務処理上難しいこともあります。


　しかし、　しかし、手段がないわけではありません。銀行が払い戻しの交渉に応じない場合、「預金払戻訴訟」を起こすことができます。訴訟をするにあたっては、弁護士などの専門家に相談することが有効です。判例では、相続人全員の合意がなくても、相続人の一部が自分の相続分の預金の払い戻しをした例が数多くあります。近年では、民法上、相続財産の預金は法定相続分で当然分割され、各相続人が相続分に応じて権利を承継・主張できるという考え方が浸透しているためだと考えられます。


　です　　　質問の場合、銀行と払い戻しの交渉をすることは十分可能です。


一般的に、銀行から下記の書類を要求されることが多いので相続人全員の合意を得られるよう、まずは他の相続人を説得することから始めます。

















　


なお、葬儀費用など最低限必要な現金は相続前に確保しておく方が無難です。











　　　　＜遺産分割後出てきた遺言書の取り扱い＞


　　　　遺産分割の協議もやっと終え、相続税も納めました。ところが、そのあとに、亡き父の遺言書が箪笥の奥から見つかりました。遺言書には、父の親友へ生前大切にしていた車を譲る（遺贈する）旨が記載されていました。せっかく協議も終えたのに再度やり直すのは納得できません。遺言書が後から出てきた場合も、遺言書に従って遺産分割をやり直さないといけないでしょうか。
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　　　　　遺言書がある場合、原則遺言どおりの遺産分割が行われます（民法§985）。遺言と異なる遺産分割をする場合は、相続人全員の合意が必要となります。遺言書は故人の意思であり、その効力は絶対です。


　　　　　　質問の場合、遺贈する記述があるので、利害関係人である父の親友も相続人と同じ扱いとなります（民法§９９０）。親友の同意も得ないと遺言と異なる遺産分割はできません。ですので、当初の遺産分割は無効となりやり直す必要があります。


遺贈とは、遺言によって特定の相手へ財産を渡すことを言います。遺贈なら、相続人以外の人へも財産を渡すことが可能です。これは、遺言者である被相続人の一方的な行為となるため、父の親友（法律上では「受遺者」と呼ぶ）は「車はいらない」と遺贈を放棄することも可能です（民法§９８８）。この場合、相続放棄と同じ扱いになるため、父の親友は家庭裁判所で遺贈の放棄の手続きをする必要があります（民法§９８９②）。


もし、父の親友が車を放棄し、当初の遺産分割に合意すれば、遺産分割をやり直す必要はありません。放棄しないとなれば、相続人と受遺者である父の親友が集まって遺産分割を再度やり直すしかありません。


すでに、相続税の申告・納付まで終えていたなら、遺産分割をやり直した上で、税額が増える場合には税務署に「修正申告」を、税額が減る場合には、申告期限後５年以内に「更正の請求」を行う必要が出てきます。


のちのちトラブルのもととなるので、遺言書は遺産分割前にその有無を必ず確認するようにします。また、遺言書は民法の方式に則っていないと無効になりますので、発見してもあわてず、有効なものかどうかの判別を行います。


質問の場合、遺留分を侵害されたときは、相続人は父の親友に対して遺留分減殺請求することが可能です。





　　　　＜相続人への費用援助＞


　　　　私と母と弟が相続人で、相続財産は現金7,000万円です。弟は末っ子のためか、亡き父はとてもかわいがっていました。生前は弟のために、大学院までの学費を出したり、海外留学費用も援助していました。総計で1,000万円ほどです。私は高校までしか出ていません。それを考慮すると、弟に対する大学院の費用や海外留学の費用は民法の「特別受益」にあたるのではないでしょうか。
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　　　　　　　　　「特別受益」とは、被相続人の存命中に受けた財産の贈与のことです。具体的には、結婚の支度金や持参金、土地や住宅取得のための費用（頭金など）、独立開業のための資金、大学以上の高等教育のための学資な


ど贈与　どが特別受益となるケースです。贈与を受けた相続人を「特別受益者」と言います。


　　　　　　　通常の生活費や学費（高校まで）などは特別受益にあたりませんが、質問の場合、


他の兄弟である私と比較して、特に多額な学費を受け取っています。私が被相続人である父からその代わりになる財産等を受け取っていないならば、弟は特別受益を受け取っていることになります。ですので、私は、この弟に対して大学院や海外留学の費用は特別受益であると主張することができます。


　特別受益者が相続人にいる場合、財産の分配の仕方が通常と異なります。相続開始時の財産に特別受益の額をプラスした額が相続財産となります（民法§903）。質問の場合ですと、相続開始時の財産が現金7,000万円ですから、弟の特別受益分1,000万円をプラスした8,000万円が相続の対象となる財産です。これを一般的に「みなし相続財産」と言います。


　特別受益者でない相続人の相続分は、このみなし相続財産を法定相続分で分けた額となります。本質問では、私と母の相続分は以下のとおりになります。











弟は、以下のとおり、自分の相続分から特別受益の額1,000万円を差し引いた額が相続分となります（民法§904）。





弟：8,000万円×1/2×1/2　－1,000万円　＝1,000万円





母：8,000万円×1/2＝4,000万円


私：8,000万円×1/2×1/2＝2,000万円
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　　　　＜祭祀承継者の相続＞


　　　　相続人は、母と私、兄、妹の4人です。相続分については、法定相続分でいいと考えていたのですが、遺産分割の協議中に、兄が「自分がこの家の墓を守っていくのだから、他の兄弟より多く財産を相続するのが当然だろう」と主張し、話し合いが進みません。お墓や仏壇の管理をする相続人が多く財産を相続できるものなのでしょうか。
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　　　　　民法には、「�EQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(さいし),祭祀)�承継」の規定があり（民法§897）、「系譜、祭具及び墳墓の所有権は、慣習に従って祖先の祭祀を主宰すべきものがこれを承継する」としています。この質問の場合、兄は祭祀承継者となります。


　法律上、祭祀承継と相続はまったく無関係のものなので、祭祀承継者に財産を多く相続させなくてはいけない決まりはありません。相続に関しては、兄は他の私、母、妹と同じ位置にいると考えてよいです。


　しかし、祭祀承継者は実際、今後のお墓の管理費や法事の諸費用の支払いなど何かと入用になります。他の相続人よりも金銭の負担がかかることは明確です。


　そこで、円満に遺産分割を行うために、祭祀承継者である兄の負担を他の相続人が理解し、お墓の管理費など必要な費用の分だけ多く相続させるよう話し合いを進めた方が得策です。ただし、法的な権利ではないので、協議中に相続人全員の合意を得ることが必要になります。


　祭祀　　　祭祀承継者への配慮として、被相続人が費用面も含めて遺言書を残しておくと、のちの遺産分割トラブルを防止することにつながります。具体的には、以下の内容を遺言書に盛り込んでおきます。











1　●●家の祖先の祭祀を主宰すべき者として長男○○（昭和■年■月■日生）を指定する。


2　長男○○には、墓地を含む●●家代々の墓及び仏壇など祭祀に必要な財産一切を相続させる。


3　祭祀に必要な費用にあてるため、△△銀行▲▲支店の遺言者名義の普通預金（口座番号□□□□□□□）のうち、500万円を長男○○に相続させる。


4　なお、前出の500万円を除いた財産は長男○○を含めた相続人の法定相続分で分ける。





　　　　＜相続財産の名義変更＞


　　　　遺産分割も終わり、相続人それぞれの受け継ぐ財産も決まりました。私が相続した財産は、現金1,000万円、自動車、500万円の絵画、土地になります。何もしなくても自分のものになるものなのでしょうか。手続きが必要なものを教えてください。
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　　　　　　　　　　相続で主に対象となる財産の名義変更手続きは以下の表のとおりです。質問の場合、絵画以外はすべて手続きが必要です。現金、土地についても、名義変更をしないと売却等ができません。





遺産の種類�
手続き�
手続き先�
必要な書類�
費用�
�
①預貯金�
名義変更


払い戻し�
預貯金先金融機関等�
・依頼書（金融機関等）


・預金通帳


・相続人の戸籍謄本


・被相続人の除籍謄本


・相続人の住民票


・相続人全員の印鑑証明書�
なし�
�
②不動産


（家屋・土地）�
相続による所有権移転登記


（相続登記）�
法務局・支局・出張所�
・所有権移転登記申請書


・相続人の戸籍謄本


・被相続人の除籍謄本


・相続人の住民票


・遺産分割協議書


・固定資産税評価証明書


・相続人の印鑑証明書�
不動産評価額の100分の2�
�
③株式�
相続による


株式の移転�
信託銀行または証券会社�
・所定の株式名義書換請求書


・株券（未発行ならば不要）


・相続人の戸籍謄本


・被相続人の除籍謄本


・遺産分割協議書または遺言書


・相続人の印鑑証明書�
なし�
�
④退職金�
死亡退職金支払い請求�
被相続人の勤務先�
・相続人の戸籍謄本


・被相続人の除籍謄本�
なし�
�
⑤動産


（家具・骨董等）�
相続人が所有すること�
なし�
なし�
なし�
�
⑥自動車�
移転登録�
陸運事務所�
・移転登録申請書


・自動車検査証


・自動車検査証記入証明書


・相続人の戸籍謄本


・被相続人の除籍謄本


・自動車損害賠償責任保険証


　（呈示のみ）�
1両につき500円�
�
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　　　　＜生命保険金の相続＞


　　　　先日、父が亡くなり、相続人である母と私、兄、弟で遺産分割の協議を始めました。父の財産には、現金4,000万円、家と土地があります。父は生前、2,000万円の生命保険に加入していて、受取人は母となっています。協議でも問題となったのですが、死亡保険金をすべて母が受け取ることに納得がいきません。他の財産と同じように相続の対象とすることはできないのでしょうか。





　　　　　　　　　　　保険金受取人は、保険契約者が特に指定しなければ契約者である本人（被相続人）となり、遺産分割の対象になります。保険金については、遺産分割協議を経ることなく、相続人の相続分に応じて分割されることとなっています。


　しかし、質問の場合ですと、保険金受取人が母（被相続人からだと妻）となっているため、遺産には含まれません。相続財産として扱うことを主張できず、主張したとしても、受取人である母は応じる必要ありません。


　しかし、保険金は、先ほどの質問にも出てきた「特別受益」にあたるという考え方があります。そうなると、保険金を含めた額がみなし相続財産として扱われます。質問の場合、「4,000万円＋2,000万円＝6,000万円」が相続財産となり、母の相続分は、「6,000万円×1/2－2,000万円＝1,000万円」となります。判例では、「保険金については、相続財産として扱う必要はなく、保険金の額や遺産総額との比率、受取人と被相続人の関係など諸要素を総合的に考え、相続人間で不公平が生ずるなどの特別の事情がある限り、極めて例外的に認めるべき」だとしています。遺留分が侵害された場合についても、減殺請求することができます。


　ただ、被相続人が母の老後を心配して、経済的に困らないよう保険金を残したかもしれません。そのあたりの事情を考慮して、母には保険金のみ相続し、残りの財産を私、兄、弟で分配するなど公平な遺産分割ができるよう相続人同士で話し合うことが得策かと思われます。


　ちなみに、母が保険金を受け取った場合、相続税の対象となります。ですので、母は申告する必要があります。保険金を受け取る際には、生命保険会社へ、①保険名義変更請求書、②保険証券、被相続人の除籍謄本、③受取人の戸籍謄本・印鑑証明、④被相続人の死亡診断書、といった書類が必要となります。
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〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml
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